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法手続きに必要な調査及び報告書の作成を支援します。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

例：団体(市町)営土地改良事業の開始フロー（土地改良法の一部改正：平成 23年 11 月 30 日施行） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

農林水産省令の定めによる農用地の改良，開発，保全又は集団化に関しての 

専門的知識を有する技術者が，土地改良事業計画を調査し，報告書を提出します。 
 

支援実績：平成 23 年度 ８地区，平成 25 年度 ３地区，平成 27 年度 １地区 
      平成 24 年度 ８地区，平成 26 年度 ３地区， 

● 土地改良事業計画の調査・報告書作成業務 

担当窓口：換地測量支援課      

電 話：０８２－５０２－７４７７ 

団体(市町)営土地改良事業の開始，変更，廃止の計画決定には， 

調査報告書の聴取が必要です。 

（土地改良法「以下，法」 第96条の2第1項）

（土地改良事業を行う農協に限る）

（法第96条の2第7項で準用する法第8条第2項，第3項）

（市町長は，専門技術者の調査報告に基づき土地改良事業計画を定める。）

（法第96条の2第1項）

（20日以上，市町公告）

（市町長は，専門技術者の意見を聞いて，
縦覧期間満了後60日以内にこれを決定しなければならない）

市 町

一 定 地 域 の 決 定

・国有地等の編入承認
・宅地等の権利者の全員同意

市 町 議 会 の 議 決

計 画 概 要 等 の 公 告

３条資格者の2/3以上同意

関係土地改良区の同意

関 係 農 協 の 意 見 聴 取

土地改良事業計画書作成

専門技 術者調査報告 聴取

計 画 決 定

計 画 書 の 公 告 ・ 縦 覧

異 議 申 立(15日間)

計 画 確 定

計 画 を 県 知 事 に 報 告

事 業 着 手

（換地計画を定めるものに限る）

工事着手前登記所届出

（換地計画を定めるものに限る）

工事着手時及び完了後
登記所届出

異議申立があった場合
（法第96条の2第7項で準用する

法第87条第7項）

（法第96条の2第7項で準用する
法第87条第6項）

＜土地改良専門技術者＞

土地改良専門技術者 ７名 技術士 １名
農業土木部門  2名 土地改良換地士 　９名
地域農業開発計画部門  3名
農村環境部門  2名

広島県土連では,『４部門全ての調査報告書の作成』に
対応可能な体制を整えています。


